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第１章 在留資格変更許可申請 
第１節 在留資格変更許可申請とは 

「在留資格変更許可申請」（本申請）は在留資格を有して在留している外国人が、あらかじめ付

与された在留活動とは異なる活動をもって在留する目的または環境の変化が生じた場合において、

その在留を認めてもらうために、該当する活動が定められた在留資格に変更する申請をいう。 

①在留資格変更許可申請の流れ

(1）在留資格に応じた申請書の入手

https://www.moj.go.jp/isa/applications/procedures/16-2-1.html

(2)在留資格における日本での活動内容に応じた資料の準備

https://www.moj.go.jp/isa/applications/procedures/zairyu_henko10.html

(3)管轄の出入国在留管理局の窓口で申請

申請は、日本に居住する申請人の住所（在留カードに記載されている住所）を管轄する地

方管理局、支局、出張所で行う。

※申請の受付窓口（総合窓口、専門窓口）や提出方法（整理番号の発行の有無）について

は、各管理局、支局、出張所で異なるため、あらかじめ確認しておくことが望ましい。

※申請人が住所移転する場合は、移転の前後で管轄が異なる可能性が生じるため、移転の

時期については申請の手間も考慮して検討することが望ましい。

申請書類に不備がなければ申請が受理され、申請が受理された日付や申請番号が付与され

た申請受付票が渡される。

※申請番号は、申請後に出入国在留管理局との連絡に利用するため、受付票は保管してお

く。

※申請の際、不足書類が生じた場合でも、窓口で後述の「資料提出通知書」が発行される

ことで、必要とされる書類を当該通知書記載の期日までに提出することをもって受理され

ることもある。

(4)審査期間は、概ね 30日～45日（早い場合は 20日以内、長い場合、60日を超える事案もあ

る。）

審査の過程で、「資料提出通知書」が送付されることがある。この通知書は、審査の過程

で、申請時に提出した資料では足りず、別途資料が必要と出入国在留管理局が判断した際

に追加提出を要請する書面で、必要とされる書類と提出期日（概ね２週間程度）が記され

ている。提出しないことも申請者の任意であるが、この場合、申請時に提出した書類のみ

で交付の可否が判断される。なお、当該資料の準備に時間を要するなど提出期限に間に合

わない場合は、その旨の説明と提出期日の目安を申し出ることで提出期限を延長すること

は可能である。

(5)審査結果の通知

許可の場合は申請時に申請書類と併せて提出している返信用葉書が、不許可の場合は不許

可の通知とその理由が記載された封書が、返送される。

不許可の場合、その理由を出入国在留管理局に出向き確認することができる。

②在留資格変更許可申請の許可要件

申請人の目的または環境の変化に伴う活動に対しては、在留資格認定証明書の交付にかかる

許可要件と同様「在留資格該当性」、「上陸基準適合性」の観点から許可の可否が判断され

ることになる。

※「在留資格該当性」、「上陸基準適合性」については、在留資格認定証明書の交付要件の

項を参照されたい。

加えて、申請時までの在留活動について期間更新の申請と同様、「相当性」の観点からも許

可の可否が判断されることになる。

※「相当性」については、在留期間更新許可申請の許可要件の項を参照されたい。

③在留資格変更許可申請における注意点



2 

不許可の場合、その理由を出入国在留管理局に出向き確認することができるが、行政書士単

独では、これは認められず申請人の同行者として出向くことに留意されたい。 

なお、不許可となっても、原則、既存資格は在留期間満了日までは有効であり、既存資格を

もって期間更新や当該または別の資格変更申請を改めて行うことは可能である。 

ただし、不許可処分日が、既存資格の在留期間の満了日をすでに超過している場合は、不許

可処分がなされた時点で不法滞在として扱われることになるため、実務上は、既存資格の在

留期間に余裕がないようであれば、まずは既存資格による在留期間更新申請を行い、新たな

在留期間を確保した上で本申請に臨むことが望ましい。 

第２節 在留資格変更許可申請書の書き方 

在留期間の更新に際しては、法務省より「在留資格の変更，在留期間の更新許可のガイドラ

イン」が発行されており、許可の可否の判断について示されており、本稿においてもこれを

考慮して、以下各在留資格への変更についての解説をすすめていく。

※判断の指針については、「在留期間更新許可申請書の書き方」の節を参照されたい。

なお、ガイドラインの本文については、以下の URLを参照されたい。

1 技術・人文知識・国際業務（高度専門職 1号ロ含む） 

本資格に対する在留資格該当性及び上陸基準適合性については、「在留資格認定証明書交付

申請書の書き方」の節における「技術・人文知識・国際業務（高度専門職 1号ロ含む）」の項

を参照されたい。 

また、相当性については、資格変更の場合、既存資格における活動が審査の対象となるため

「在留期間更新許可申請書の書き方」の節における既存在留資格の相当性に関する記載を参

照されたい。 

本申請の利用が多いのは、本邦の教育機関を卒業ないし修了した留学生が、本邦の公私の

機関に就労する場合であるが、その際、当該留学生の学業に関する態度につき相当性が問わ

れることに留意されたい。出入国在留管理局からは、卒業証明書に加え成績証明書や出席証

明書、資格外活動を行っている場合は、課税（または非課税）証明書や納税証明書の提出を

求められるのがほとんどのため、昨今では、申請時にこれらの書類は予め用意しておくのが

通常である。 

実際、出席日数や、資格外活動による収入に異常がみられるという場合などは、本来の活動

である学業に支障をきたしているおそれがあるため「素行善良要件」に反するとみなされ不

許可になることが少なくない。不許可になった場合は、ほとんどの場合、在留を継続するこ

とは難しく、出国準備の「特定活動」への変更を余儀なくされる。ただし、一旦、出国した

後、在留資格認定証明書の交付をもって改めて入国することは可能である。 

 従って、実務上は、上記の書類をもって学業に支障をきたしているとする傾向ありと受け

取れる場合は、その理由に合理性があれば（例えば、出席率が疾病や家族の理由で一時帰国

をした、プログラマーなど時給単価の高いアルバイトを行った）、疎明資料とあわせて理由

書を提出することで懸念の回避に努める、他方、例えば、アルバイトが過ぎて学業や就労制

限時間を超えるなど支障をきたしている場合は、申請人及び受入機関に、予め、活動内容が

「素行善良要件」に反し、申請の結果は不許可かつ出国準備を求められる可能性が高いこ

と、次善策として、在留資格該当性（申請人の受入機関での活動内容等）及び上陸基準適合

性（学歴等）に問題がなければ在留資格認定証明書申請をもって就労が可能である旨を伝

え、申請の是非を判断してもらうことが望ましい。 

高度専門職への資格変更 

高度専門職 1 号ロへの変更については、申請人の申請時における「学歴」、「職歴」、「年

収」などの項目ごとに設定されたポイントの合計が一定点数（70 点）に達した場合に、申請

が可能になる。なお、この申請における年収は、現在の年収ではなく将来の年収が評価され

る。従って、年収を証する書類については、転職等、異なる機関に所属する場合は、労働条
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件通知書、雇用契約書等で事足りるが、同一機関の所属をもって申請を行う場合は、当該機

関が発行する将来の年収見込み額を記載した書類（年収見込証明書：形式は任意）を提出す

るのが通常である。 

ところで、本資格者は、その所属機関の変更の有無にかかわらず在留の継続については、在

留期間更新をもってこれを行うが、高度専門職は、所属機関限定で活動することが前提にな

っているため、転職等、申請人に所属する機関の変更が生じた場合は、当該所属機関をもっ

て新たに本申請を行う必要があり、本資格者の転職等の対応とは異なることに留意された

い。 

2 企業内転勤（高度専門職 1号ロ含む） 

本資格に対する在留資格該当性及び上陸基準適合性については、「在留資格認定証明書交付

申請書の書き方」の節における「企業内転勤（高度専門職 1 号ロ含む）」の項を参照された

い。 

また、相当性については、資格変更の場合、既存資格における活動が審査の対象となるため

「在留期間更新許可申請書の書き方」の節における既存在留資格の相当性に関する記載を参

照されたい。 

本資格は、申請人が、所属する機関と関連性を有する海外機関に従業員として 1年以上継続し

て在籍していることが要件である。よって、他の在留資格をもって、当該要件に該当する外

国人の実状を踏まえると、本申請の頻度は少ないものと思われる。ただし、所属する機関と

関連性を有する海外機関の従業員であるものの在籍期間が 1年を満たないため「技術・人文知

識・国際業務」をもって上陸した外国人が、所属機関の人事の理由から日本での在留期間を

当該海外機関の在籍期間に算入することをもって要件を満足し、本申請を行う事例はある。 

3 経営・管理（高度専門職 1号ハ含む） 

本資格に対する在留資格該当性及び上陸基準適合性については、「在留資格認定証明書交付

申請書の書き方」の節における「経営・管理（高度専門職 1 号ロ含む）」の項を参照された

い。 

また、相当性については、資格変更の場合、既存資格における活動が審査の対象となるため

「在留期間更新許可申請書の書き方」の節における既存在留資格の相当性に関する記載を参

照されたい。 

本申請に際して、申請人が、新たに法人を設立する場合、現在の居住場所を本店所在地とし

て登記するケースがよく見られる。自宅を事務所にする点については、「在留資格認定証明

書交付申請書の書き方」の節における「経営・管理（高度専門職 1号ロ含む）」の項でも触れ

たが、賃貸借住宅の場合、契約において用途が居住用として定められていると、審査上、事

務所としては認められない。従って、申請人が、自身の賃貸借住宅を事務所として利用する

場合は、用途の確認を行うと同時に、居住用である場合は、賃貸人に事務所兼用での利用の

了解をとる必要があることに留意されたい。 

なお、本店所在地以外の場所に、要件を満足する事務所を設け、これをもって本申請を行う

ことは構わない。（登記も要しない。） 

4 家族滞在 

本資格に対する在留資格該当性及び上陸基準適合性については、「在留資格認定証明書交付

申請書の書き方」の節における「家族滞在」の項を参照されたい。 

また、相当性については、資格変更の場合、既存資格における活動が審査の対象となるため

「在留期間更新許可申請書の書き方」の節における既存在留資格の相当性に関する記載を参

照されたい。 

5 日本人の配偶者等・永住者の配偶者等 
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本資格に対する在留資格該当性及び上陸基準適合性については、「在留資格認定証明書交付

申請書の書き方」の節における「日本人の配偶者等・永住者の配偶者等」の項を参照された

い。 

また、相当性については、資格変更の場合、既存資格における活動が審査の対象となるため

「在留期間更新許可申請書の書き方」の節における既存在留資格の相当性に関する記載を参

照されたい。 

6 定住者 

定住者において告示定住に対する在留資格該当性及び上陸基準適合性については、「在留資

格認定証明書交付申請書の書き方」の節における「定住者」の項を参照されたい。 

また、相当性については、資格変更の場合、既存資格における活動が審査の対象となるため

「在留期間更新許可申請書の書き方」の節における既存在留資格の相当性に関する記載を参

照されたい。 

加えて、本項では、告示外定住者（本資格）について記載する。 

告示外定住とは、文字通り告示に掲げられていない定住者をいい、申請人個々の活動内容を

判断して、その入国・在留を認めるものとされているが、外国人の上陸許可において「定住

者」の在留資格を得られるのは告示で定めているものだけ（入管法第 7条第 1項第 2号）規定

されていることから、本資格については在留資格認定証明書交付申請を行うことができない。 

なお、本資格に対する申請は、告示外であるため決まった分類はないが、一般的に以下の事

由に基づき、個々に本資格に対する本申請がなされている。 

㋐認定難民 

法務大臣が、難民認定申請をした在留資格未取得外国人に対して、下記に該当しない場合、

定住者の在留資格の取得を許可する（入管法第 61条の 2の 2、同条第 1項各号） 

・上陸後、6ヶ月以上たって申請した場合

・他国を経由してから日本へ入った場合

・退去強制事由に該当する場合

・刑法犯罪を、犯した場合

㋑離婚定住 

日本人、永住者又は特別永住者である配偶者と離婚した外国人が、引き続き日本に在留を希

望する場合 

在留資格該当性においては、つぎのいずれにも該当することが必要である。 

1.（離婚前）日本において、おおむね 3年以上正常な婚姻関係・家庭生活が継続していたと認

められるもの 

正常な婚姻・家庭生活 

 通常の夫婦としての家庭生活を営んでいたことをいい、夫婦としての相互扶助、交流が

継続していれば、別居の有無は問われない。 

 また、申請人の在留期間が 1年であったとしても、おおむね 3年以上正常な婚姻  関係・

家庭生活が継続していることをもって許可される事例もある。 

 なお、審査においては離婚に至った理由や事情が重視され、事由によっては、出入国在

留管理局から元配偶者への聴取が行われることもあることに留意されたい。 

 なお、離婚の事由は、ＤＶやハラスメントによる場合については後掲「離婚破綻定住」

の項を参照されたい。 

2.生計を営むに足りる資産又は技能を有すること

資産又は技能
 日常生活において公共の負担となっておらず、かつ、その有する資産又は技能等からみ

て将来において安定した生活が見込まれることをいう 
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3.日常生活に不自由しない程度の日本語の能力を有しており、通常の社会生活を営むことが

困難となるものでないこと

日本語の能力 

意思の疎通が可能であれば事足り、特定の日本語能力試験の合格等の要件はない。 

4.公的義務を履行していること又は履行が見込まれること

公的義務

納税、公的年金及び公的医療保険の保険料の納付並びに出入国管理及び難民認定法に定め

る届出等をいう。 

㋒離婚破綻定住 

日本人、永住者又は特別永住者である配偶者との婚姻が事実上破綻している外国人が、引き

続き日本に在留を希望する場合 

在留資格該当性においては、つぎの 1又は 2に該当し、かつ 3及び 4に該当することが必要と

なる。 

1.日本において、3年以上正常な婚姻関係・家庭生活が継続していたと認められる者

婚姻の事実上破綻

婚姻は継続しているものの、婚姻継続の意思が夫婦双方になく、同居、相互の協力扶助の

活動が事実上行われなくなり、その状態が固定化していると認められ、以降婚姻関係を修

復・維持しうる可能性がない場合等をいう。 

なお、事実上破綻しているとまでは認められない場合、本資格ではなく、既存の資格

（「日本人の配偶者等」、「永住者の配偶者等」）の在留期間更新をもって在留を許可した

事例もある。 

2.正常な婚姻関係・家庭生活が継続後にＤＶによる被害を受けたと認められる者

ＤＶによる被害

ＤＶやハラスメント被害による婚姻の破綻又は離婚は、特にその事情が勘案されるため、

以下のような事実を立証する資料をあわせて提出することが肝要である。 

立証資料の例 

・診断書

・配偶者暴力相談支援センターへの相談履歴

・住民基本台帳事務におけるＤＶ等被害者への支援措置決定通知

・警察相談票

・被害に関する写真、メール等証拠資料

3.生計を営むに足りる資産又は技能を有すること

資産又は技能

「離婚定住」と同様である。 

4.公的義務を履行していること又は履行が見込まれること

公的義務

「離婚定住」と同様である。 

㋓死別定住 

日本人、永住者又は特別永住者である配偶者が死亡した外国人が、引き続き日本に在留を希

望する場合 

在留資格該当性においては、つぎのいずれにも該当することが必要である。 

1.配偶者の死亡まで直前のおおむね３年以上正常な婚姻関係・家庭生活が継続していたと認
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められるもの 

正常な婚姻・家庭生活 

「離婚定住」と同様である。 

2.生計を営むに足りる資産又は技能を有すること

資産又は技能

「離婚定住」と同様である。

3.日常生活に不自由しない程度の日本語の能力を有しており、通常の社会生活を営むことが

困難となるものでないこと

日本語の能力 

「離婚定住」と同様である。 

4.公的義務を履行していること又は履行が見込まれること

公的義務

「離婚定住」と同様である。

㋔日本人実子扶養定住 

外国人が、日本人の未成年かつ未婚の実子を、親権をもって監護・養育する場合 

在留資格該当性においては、つぎのいずれにも該当することが必要である。 

1.生計を営むに足りる資産又は技能を有すること

生計を営むに足りる資産又は技能を有する

「離婚定住」と同様である。

2.日本人との間に出生した子を監護・養育している者であって、次のいずれにも該当するこ

と

ａ日本人の実子の親権者であること

ｂ現に相当期間当該実子を監護・養育していることが認められること

監護・養育

親権者等が未成年者を監督し、保護することをいう。 

 従って、その後実際に監護・養育している状況がなくなった場合（ただし、当該の実子が

就労を開始した又は婚姻して独立した場合を除く）、本資格での在留期間の更新は難しくな

る可能性が高いことに留意されたい。 

日本人の実子 

嫡出・非嫡出を問わず、子の出生時点において、その父又は母が日本国籍を有している者を

言い、当該実子の日本国籍の有無は問わない。 

なお、日本国籍を有しない非嫡出子については、日本人父から認知されていることが必要で

ある。よって、日本人父と外国人母の婚姻関係は要求されない。 

また、日本人の配偶者との間に出生した子を離婚または死別後、日本国内において親権をも 

って監護養育する場合は、離婚、死別定住の際に必要となる婚姻期間（概ね 3年以上）は問わ

れない。（「日本人実子扶養」類型） 

加えて、日本人の実子を親権者として監護養育する親は、日本人母であることを要せず、外

国人父であってもよい。（「日本人実子扶養定住」類型） 

他方、永住者の実子を親権者として監護養育する外国人は、本申請の適用対象外となるが、

当該外国人親が、永住者又は特別永住者である配偶者と離婚又は死別した際、「離婚定住」

「死別定住」に該当する場合に、本資格が認められる可能性がある。（「離婚定住」類型、

「死別定住」類型） 
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ただし、日本人の実子の親である外国人に稼働を困難とする事情があり、よって生活保護等

が支給されている場合であっても、将来的には稼働の意思を有し、かつ、当該の実子を監護

養育している事実が確認できる場合は、一時的に公的扶助を受けていることのみをもって、

不許可とはされない。 

よって、実務上は、理由書をもって、公的扶助受給状況から自活能力を備えるに至る計画や

予定を説明することが肝要である。 

㋕特別養子離縁定住 

特別養子の離縁により 「日本人の配偶者等」の在留資格該当性がなくなった外国人が、引き

続き日本に在留を希望する場合 

在留資格該当性においては、つぎのいずれにも該当することが必要である。 

1.日本において、養親に扶養されていたと認められる者

2.生計を営むに足りる資産又は技能を有すること

特別養子 

未成年等のため実親による扶養又は監護が必要となる場合で、扶養又は監護する実親が海外

に在住する者は、本資格には該当しない。 

資産又は技能 

「離婚定住」と同様 

未成年等のため実親又は新たな養親に扶養される場合は、当該実親又は新たな養親に扶養能

力が認められることが必要となる。 

日本の高卒者定住 

既に「家族滞在」の資格をもって在留、日本において義務教育の大半を修了し、かつ、日本

の高校を卒業する外国人が本資格の取得を希望する場合 

当該申請人の相当性を判断し、特段の問題がなければ日本社会への十分な定着性が認められ

るものとして「特別な理由」をもって許可される場合がある。 

日本において義務教育の大半を修了 

語学力も勘案し、おおむね小学校 3 年以降から高校卒業まで（おおむね 10 年以上）在学して

いることをいう。 

㋖永住失格者定住 

永住者が、再入国許可を受けて日本を出国した後、出国中に再入国許可期限が経過してしま

った場合 

永住資格を失効するが、定住者での上陸特別許可を受けられる場合がある。 

※出国中に、コロナ禍による渡航制限の影響から再入国ができず、再入国許可期限が経過し

てしまう永住者が少なくなく、最近は、よく見られるケースとなっている。
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第２章 その他情報 
第１節 在留資格変更許可申請書 

（技術・人文知識・国際業務、高度専門職 1号イ、ロ、技能、介護など） 
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第２節 報酬統計表 

 

日本行政書士会連合会 令和 2年度報酬額統計調査（抜粋） 

 
 

 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


	変更表紙.pdf
	変更申請目次最終版.pdf
	変更申請最終版.pdf



